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 各都道府県消防防災主幹部局長 

                 殿 

 東京消防庁・各指定都市消防長 

 

                       消 防 庁 消 防 ・ 救 急 課 長  

 

 

   地方公共団体における新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付け 

変更後における取扱いについて（通知） 

 

 

 令和５年５月８日から、新型コロナウイルス感染症について、感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）

上の位置付けが新型インフルエンザ等感染症から５類感染症に変更されることとされま

した。これを踏まえ、人事院から各府省に対し、国家公務員における新型コロナウイルス

感染症にかかる特別休暇（出勤困難休暇）、新型コロナウイルス感染症に係る抗体検査や

新型コロナワクチン接種を受ける場合等の職務専念義務の免除、感染防止に向けた職場に

おける対応等に関する従前の通知等は本年５月７日をもって廃止する旨の通知及び指令

が発出されました。 

また、人事院による通知等の廃止を踏まえ、総務省自治行政局公務員部より「地方公共

団体における新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付け変更後における取扱い

について」（令和５年４月 28 日付け総行公第 35 号、総行女第８号、総行安第 27 号総務

省自治行政局公務員部長通知）【別添】が発出されましたので情報提供いたします。 

これを踏まえ、これまでに当課が発出した通知等で示した次の取扱いについても５月７

日までの対応とします。 

・新型コロナウイルス感染症の感染防止に向けた職場における対応（マスク着用の対応

を含む。） 

・新型コロナウイルス感染症に係る特別休暇（出勤困難休暇）の取扱い 

・地方公共団体の職員採用における新型コロナウイルス感染症への対応 

・新型コロナワクチン接種に係る特別休暇・職務専念義務免除の取扱い 

つきましては、本通知等を参考にしていただき適切に御対応いただきますようお願いい

たします。 

各都道府県におかれましては、貴都道府県内の消防本部に対してもこの旨を周知いただ

きますようお願いいたします。 

なお、本通知は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基づく助言と



して発出するものであることを申し添えます。 

 

【担当】 

消防庁消防・救急課 田邉、松本、坂口 

電 話：03-5253-7522 

E-mail：shokuin@soumu.go.jp 



総 行 公 第 ３ ５ 号  

総 行 女 第 ８ 号 

総 行 安 第 ２ ７ 号 

令 和 ５ 年 ４ 月 ２ ８ 日  

 

 

 各 都 道 府 県 知 事 

 （人事担当課、安全衛生担当課扱い） 

 （市町村担当課・区政課扱い）   殿 

 各 指 定 都 市 市 長  
 （人事担当課・安全衛生担当課扱い） 

 各 人 事 委 員 会 委 員 長 

 

 

総務省自治行政局公務員部長  

（公 印 省 略）   

  

 

地方公共団体における新型コロナウイルス感染症の感染症法上の 

位置付け変更後における取扱いについて   

 

 

 令和５年５月８日から、新型コロナウイルス感染症について、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号、以下「感染症法」

という。）上の位置付けが新型インフルエンザ等感染症から５類感染症に変更される

こととされました。これを踏まえ、人事院から各府省に対し、国家公務員における新

型コロナウイルス感染症に係る特別休暇（出勤困難休暇）、新型コロナウイルス感染

症に係る抗体検査や新型コロナワクチン接種を受ける場合等の職務専念義務の免除、

感染防止に向けた職場における対応等に関する従前の通知等は本年５月７日をもって

廃止する旨の通知及び指令が発出されましたので、送付いたします。 

 また、人事院による通知等の廃止を踏まえ、これまでに当部が発出した通知等で示

した次の取扱いについては５月７日までの対応とします。 

・新型コロナウイルス感染症の感染防止に向けた職場における対応（マスク着用の

対応を含む。） 

・新型コロナウイルス感染症に係る特別休暇（出勤困難休暇）の取扱い 

・地方公共団体の職員採用における新型コロナウイルス感染症への対応 

・新型コロナワクチン接種に係る特別休暇・職務専念義務免除の取扱い 

各地方公共団体におかれましては、本通知等を参考にしていただき適切に御対応い

ただきますようお願いいたします。 

各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村等に対しても速やかにこの

旨周知いただきますようお願いいたします。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各



市区町村に対しても、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。 

 本通知は、地方公務員法第59条（技術的助言）及び地方自治法第245条の４（技術

的助言）に基づくものです。 

 

 

 

【連絡先】 総務省自治行政局公務員部 

  公務員課公務員第二係（職務専念義務の免除に関する事項） 

   担 当 荻田、平川 

   電 話 ０３－５２５３－５５４３（直通） 

  公務員課公務員第四係（勤務時間・休暇に関する事項） 

担 当 三木、阿部、松井     

電 話 ０３－５２５３－５５４４（直通） 

  女性活躍・人材活用推進室（在宅勤務・テレワークに関する事項） 

   担 当 川瀬、窪田 

   電 話 ０３－５２５３－５５４６（直通） 

  安全厚生推進室（安全衛生に関する事項） 

   担 当 板垣、森田 

   電 話 ０３－５２５３―５５６０（直通） 
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